
 

（様式１－３） 

いわき市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

令和２年３月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 127 事業名 低炭素社会対応型浄化槽等集中導入事業 事業番号 E-1-1 

交付団体 いわき市 事業実施主体（直接/間接） いわき市（直接） 

総交付対象事業費 404,825（千円） 全体事業費 404,825（千円） 

事業概要 

震災により家屋再建が必要といった大きな被災を受けた方に対し、合併処理浄化槽の設置・切替え費用の一部を補助し、
本市の復興・被災者支援を促進するもの。 

なお、第 26 回申請においては、実績及び再建意向調査等に基づき、事業期間を令和２年度まで延長し、令和２年度不足
分を申請するもの。 
【対象地区】 

○市沿岸域・中山間地域等の浄化槽区域（公共下水道・農業集落排水施設・地域汚水処理施設共用開始区域、公共下水道事
業計画区域を除いた区域） 
【対象者】 

○東日本大震災により、家屋の再建が必要といった大きな被災を受けた方で、次の方を対象とする。 
・居住する住宅の新築・建替えが必要となり、これに伴い合併処理浄化槽を設置する方 
・居住する住宅の大規模補修（新築・建替えは伴わない）が必要となり、これに伴い既存の浄化槽や汲取り便槽を撤去し、

新たな浄化槽に切替えする方 
【復興ビジョン】 
○取組の柱３ 社会基盤の再生強化 

趣旨：災害に強い社会資本を整備するとともに、被害の大きかった沿岸域等について地域特性に応じた再生を図るなど、
新たな浄化槽に切替えする方 
【復興事業計画】 

○取組の柱３ 社会基盤の再生・強化 ⑴ 生活基盤の再生 

当面の事業概要 

【第 26 次申請額】 

 設置 60 基（新築・建替 60 基）、交付対象事業費 23,255 千円 

※令和２年度に見込まれる設置基数は 192 基であり、このうち既配分で 132 基を設置できることから、残りの

60 基を今回申請するもの。 

東日本大震災の被害との関係 

 本事業で対象とする浄化槽区域内（下水道・農業集落排水・地域汚水処理施設共用開始区域、下水道事業計
画区域を除いた区域）で被災された方は、公費で下水道の復旧が行われる市街地の方と異なり、自ら浄化槽の
設置等を行わなくてはならないため、本事業のような支援制度が不可欠である。 

関連する災害復旧事業の概要 

無 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



(単位：千円)

404,825

404,825

1/2

17,441

4,774

77,416

60,006

404,825 38,098

31,684

44,974

39,271

33,858

74,744

404,825

設置基数：192基（新築・建替192基）

○令和２年度設置基数（見込）

○平成29年度設置基数（実績）

設置基数：116基（新築・建替116基）

○平成30年度設置基数（実績）

設置基数：98基（新築・建替98基）

○平成31年度設置基数（見込）

設置基数：88基（新築・建替88基）

○平成26年度設置基数（実績）

　設置基数：156基（新築・建替153基、切替3基）

○平成27年度設置基数（実績）

　設置基数：95基（新築・建替94基、切替1基）

○平成28年度設置基数（実績）

　設置基数：81基（新築・建替81基）

○平成24年度設置基数（実績）

　設置基数：12基（新築・建替12基）

○平成25年度設置基数（実績）

　設置基数：195基（新築・建替188基、切替7基）経 費 の 配 分

事 業 施 行 期 間

令和２年度

摘 要

平成24年度～平成32年度

用地費及補償費

工 事 費 計 (A)

本 工 事 費

設 計 委 託 費

工 事 延 長 及 び
施 行 面 積

事業完了予定期日

船舶及機械器具費

事 業 着 手 年 度 基 本 国 費 率平成24年度

市沿岸域・中山間地域等の
浄化槽区域

控 除 額 (B)

事 業 認 可
告 示 年 月 日

交 付 対 象 事 業 費
(C)=(A)-(B)

本工事費・計 404,825

復興交付金事業等に要する費用の算出に係る基礎資料

復興交付金事業等の名称／目的及び内容

事 業 名
低炭素社会対応型浄化槽等集
中導入事業

工 事 費 (A)

交付金の算出方法

交 付 額 (D)

箇 所 名



令和２年３月現在

交付団体 いわき市 Ｎｏ． 127 事業番号 いわき市

受付期間が令和２年６月末
までとなっていることについ
ては、広報誌によるお知ら
せ、市外避難者への直接通
知、浄化槽設置工事業者へ
の業者説明会での周知を
行った。

浄化槽設置工事の竣工及び
実績報告書の提出がされ、
職員による竣工検査の結果
が適正と判断され、補助金
等確定通知書の決裁をもっ
て補助額が確定する。実績
報告書提出期限：令和３年1
月31日

補助金等確定通知書の決
裁日（通知日）から30日以内
の支払となる。よって、補助
金等確定通知書の決裁日
が令和３年１月31日となった
場合は、最終支払いは、令
和３年2月28日となる。

（参考様式）

いわき市復興交付金事業計画　復興交付金事業等工程表（令和元年度・２年度）

※本様式は１－２①・②に記載した事業ごとに記載してください。
E-1-1 事業名 事業実施主体低炭素社会対応型浄化槽等集中導入事業

令和２年度
備　考

第１四半期

項　　　　目
令和元年度

備　考
第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

補助金交付申請受付、
額確定、支払い

補助金交付申請受付

額確定

支払い

項　　　　目
第２四半期 第３四半期 第４四半期

（注）上記項目について、実施予定時期を矢印で示してください。（なお、項目に該当するものがない場合は当該項目は記載する必要はありませんが、他の項目があれば、適宜書き換えて記載してください。）

（注）同一項目で複数の記載事項がある場合はずらして記載してください。



（注）平成24年度末までに終わらないものや、それ以降に実施するものについては、備考欄に終了時期や実施時期を記載してください。



 

 
E-1-1 浄化槽復興整備事業（低炭素社会対応型浄化槽等集中導入事業）区域図 

久之浜地区 

（土地区画整理） 

小浜地区（土地区画整理） 

薄磯地区   

（土地区画整理） 

豊間地区 

（土地区画 

整理） 

岩間地区（土地区画整理） 

下水道事業計画区域 

市内における復興浄化槽整備割合：72.2％ 

（平成 30 年度末時点） 

補助対象基数 

計 1,627 基 

整備済 

遡及（交付金対象外） 

423 基 

整備済 

753 基 

未整備 

451 基 

未整備 1 基 

計 1,042 基 

整備済 

遡及（交付金対象外） 

423 基 

整備済 

618 基 

整備済 22 基 

未整備 115 基 

計 137 基 

整備済 19 基 

整備済 19 基 

整備済 45 基 

整備済 30 基 

計 27 基 

計 231 基 

計 44 基 

計 146 基 

未整備 186 基 

未整備 116 基 

未整備 8 基 

未整備 25 基 

       ：震災復興土地区画整理事業地 

         

 


